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ＰＦＩ事業における地域企業の参画状況（平成28年度）

教育と文化
(小中学校、図
書館、体育館、
給食ｾﾝﾀｰ等)

健康と環境
(医療、廃棄物
処理、斎場等)

まちづくり
(道路、公園下
水道、港湾等)

庁舎と宿舎
(事務庁舎、公
務員宿舎等)

その他
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（参考）契約金額・分野別のPFI事業における地域企業参画状況（内閣府調べ）
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○平成28年度に事業契約を締結した地方公共団体発注のPFI事業（33件）のうち、
82％に当たる27件において地域企業が構成企業として参画している。
※協力企業としても、幅広い分野の地域企業が参画している。
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：地域企業（事業実施都道府県に本社）が参画した事業

選定されたコンソーシアムに占める地域企業の数／全構成
企業数（太字は代表企業が地域企業である事業）○／○社：



地域経済活性化につながるPFI事業の推進について

① 「地域経済活性化につながるPFI事業推進研究会」の開催
➢地域企業が積極的にPFI事業に参画できるような環境整備策について、先進的にPFI事業に
取り組む企業等から提言。今後「PPP/PFI推進アクションプラン」に提言を反映する所存。

②「PPP/PFI地域プラットフォーム協定制度」の創設（内閣府及び国土交通省）
➢地域企業が参画する地域プラットフォームに対し、講師派遣や事業化支援等を継続的に行
うことにより、地域企業の能力を活用したPPP/PFI事業の形成を促進

○今後の社会資本整備には、民間の創意工夫等を活かしたPFI事業の推進が不可欠。
○中でも、地域経済活性化・地方創生の観点から、地域企業がPFI事業の担い手とし
て参画しやすい環境整備を図ることが重要。

地域企業がよりPFI事業に積極的に取り組んでいくための支援を実施
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【地域経済活性化につながるPFI事業推進研究会 主な提言】（平成31年４月９日とりまとめ）
〇地域企業の参画促進のための環境改善策
地域ニーズに応える企画提案への十分な評価、地域の事業者と専門家を結びつける仕組みの整備

〇PPP/PFI手法による発注促進のための環境改善策
地域プラットフォームの設置促進、専門家派遣などの拡充による地方公共団体の適切な支援



地域経済活性化につながるＰＦＩ事業推進研究会

〇設立趣旨

公共施設等の整備・運営に民間の資金や創意工夫を活用するＰＦＩ事業は、人口減少、財政の逼迫等の厳しい環境下において、地域の行政
サービスを効率的に維持・発展させていくための有力な手法である。

このＰＦＩ事業を成功させるためには、地域の企業の一層積極的な参画を促進し、地域の特性やニーズを踏まえた良質なサービスの提供、更
には雇用の拡大等を図ることが重要である。
このため、内閣府において、地域の企業が積極的に参画できるような環境整備についての研究会を開催するものである。

〇研究会構成員

今井母土子 （(株)長大まちづくり事業部ＰＰＰ推進一部課長）
植田和男 （日本ＰＦＩ・ＰＰＰ協会会長）
亀井信幸 （茅ヶ崎商工会議所会頭、

亀井工業ホールディングス(株) 代表取締役社長）
河田亮一 （加和太建設(株) 代表取締役社長）
滝川 充 （(株)百五銀行地域創生部課長）
半田容章 （民間資金等活用事業推進機構代表取締役社長）
福家正治 （徳島県経営戦略部管財課施設最適化室長）
本間和史 （東根市教育委員会生涯学習課課長補佐）
椋梨敬介 （(株)YMFG ZONE プラニング代表取締役社長）
山口雅之 （富山市企画管理部行政管理課主幹）
山根淳一 （鳥取県総務部行財政改革局資産活用推進課係長）

【国の機関】

内閣府 民間資金等活用事業推進室長 石川卓弥
参事官 坂本慶介

国土交通省総合政策局社会資本整備政策課長 小善真司
金融庁監督局銀行第二課長 島崎征夫

〇開催実績

第１回 ：平成３０年１２月２６日（水）
・課題認識と内閣府の取組について
・地域企業等における取組経験とそれを踏まえての
要改善課題提起

第２回 ：平成３１年２月１日（金）
・地方公共団体、地域金融機関、コンサルタントでの取組経験と
それを踏まえての要改善課題提起

・提言の骨子（案）の提示

第３回 ：平成３１年３月５日（火）
・地方公共団体、地域金融機関での取組経験とそれを踏まえての
要改善課題提起

・提言（案）の提示

提言とりまとめ：平成３１年４月９日（火）

〇提言の骨子
１．地域経済活性化につながるＰＰＰ／ＰＦＩ事業の加速に向けて

（現状認識と課題解決の方向性）

２．ＰＰＰ／ＰＦＩ手法による発注促進のための環境改善策
・ＰＰＰ／ＰＦＩ手法に対する関係者の理解促進
・ＰＰＰ／ＰＦＩ手法による事業化促進

３．地域の企業の参画促進のための環境改善策
・地域のニーズに応える提案への十分な評価
・地域の企業の連携促進や企画力・提案力向上等の支援
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「地域経済活性化につながるＰＦＩ事業推進研究会」提言① 参考資料
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「地域経済活性化につながるＰＦＩ事業推進研究会」提言② 参考資料
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「ＰＰＰ/ＰＦＩ地域プラットフォームの協定制度」の創設

内閣府及び国土交通省は、地方公共団体を始め地域の関係者のＰＰＰ/ＰＦＩに対する理解度の向上を図
るとともに、地域の様々な事業分野の民間事業者の企画力・提案力・事業推進力の向上やその能力を活
用した案件の形成を促進するため、地域の産官学金が集まって、ＰＰＰ/ＰＦＩ事業のノウハウ取得や官民対
話を含めた情報交換等を行う地域プラットフォームの代表者と協定を結び、活動を支援

概要

協定内容

■対象となる地域プラットフォーム
〇要件

・代表者に地方公共団体(都道府県、政令指定都市等)が含ま

れる

・代表者と同一の都道府県内の地方公共団体、金融機関、民

間事業者等から、構成団体としての参加の希望があったとき

には、原則としてこれを認める 等

【協定プラットフォームイメージ】

■支援内容
○関係省庁の職員及び専門家を講師として派遣

〇地方公共団体が協定プラットフォームを通じて検討している

ＰＰＰ/ＰＦＩ事業に関する企画・構想の事業化を支援 等

現在、協定先を選定中

〇次に掲げる機会を年１回以上提供

・参加者のＰＰＰ/ＰＦＩ事業のノウハウ習得の機会

・地方公共団体がその所在する都道府県内の民間事業者等

から意見を聴く等の官民対話の機会

・地域の様々な事業分野の民間事業者等の情報交換の機会

参考資料
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